
別表（第３条、第４条、第５条、第７条、第８条、第９条、第１０条、第１１条関係）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

鳥取大学医学部
附属病院

鳥取県地域医療連携ネットワーク
（おしどりネット）に係る次の経費

本事業の実施に必要なシステム設
計・開発費（設計等を委託する場
合の委託料を含む）、ネットワーク
構築費、備品購入費(取付工事費
を含む）、システム保守経費

県が必要と認め
た額

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２―１号
様式第３号
見積書

様式第１号
様式第２―１号
様式第３号
契約書の写し
ネットワーク設計図
検収書の写し
支払を証明する書類

病院、診療所

鳥取県地域医療連携ネットワーク
（おしどりネット）に相互参照機関と
して新たに参加（閲覧のみの参加
から相互参照による参加へ移行す
る場合を含む。）するために必要な
次の経費

ネットワーク構築費、備品購入費
(取付工事費を含む）

県が必要と認め
た額

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２―１号
様式第３号
見積書

様式第１号
様式第２―１号
様式第３号
契約書の写し
ネットワーク設計図
検収書の写し
支払を証明する書類

①地域医療構
想の達成

訪問看護等在宅医療推
進ネットワーク基盤整備
事業

病院、診療所

モバイル端末の活用による訪問看
護等在宅医療推進ネットワークの
整備に必要な機器等の整備に要
する経費

県が必要と認め
た額

1/2 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２―２号
様式第３号
見積書

様式第１号
様式第２―２号
様式第３号
契約書の写し
ネットワーク設計図
検収書の写し
支払を証明する書類

精神科医療機関機能分
化推進事業（施設整備）

精神科救急医療
機関

精神科の病床削減・病室の個室
化、精神科・重度認知症デイケア
施設の整備、精神科救急外来医
療センターの設置等により精神科
医療機関の機能分化を図るための
施設整備費（設計費、工事費、工
事請負費）

県が必要と認め
た額

1/2 〇 〇 〇

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・建物の規模、構造又は用途
（ただし、機能を著しく変更し
ない軽微な変更を除く。）並
びに建物の設置場所の変更
（ただし、設置予定敷地内に
おける設置場所の変更で機
能を著しく変更しない軽微な
変更を除く。）

様式第１号
様式第２―３号
様式第３号
工事仕様書
工事設計書
工事仕訳書
設計者の決定を証
明する資料

様式第１号
様式第２－３号
様式第３号
完成後の建物の全景及び補助
対象事業の概要を示す写真
契約書の写し
完成後の建物の構造概要及び
平面図（各室の用途を示すこ
と。）
工事設計書
工事仕訳書
建築基準法第７条第５項の規
定による竣工検査書の写し
支払を証明する書類

精神科医療機関機能分
化推進事業（設備整備）

精神科救急医療
機関

精神科の病床削減・病室の個室
化、精神科・重度認知症デイケア
施設の整備、精神科救急外来医
療センターの設置等により精神科
医療機関の機能分化を図るための
設備整備費

県が必要と認め
た額

1/2 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
契約書の写し
検収書の写し
支払を証明する書類
当該整備機器の写真

①地域医療構
想の達成

医療情報ネットワーク整
備事業

①地域医療構
想の達成
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

①地域医療構
想の達成

地域医療支援病院・がん
診療連携拠点病院等の
患者に対する歯科保健医
療推進事業

病院
地域医療支援病院やがん診療連
携拠点病院等における歯科保健
診療に必要な設備整備費

１か所当たり
８，０００千円

1/2 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
契約書の写し
検収書の写し
支払を証明する書類
当該整備機器の写真

①地域医療構
想の達成

急性期医療充実施設整
備事業

救急医療機関
急性期医療の充実に必要な施設
整備費

１か所当たり
１０，０００千円

1/2 〇 〇 〇

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・建物の規模、構造又は用途
（ただし、機能を著しく変更し
ない軽微な変更を除く。）並
びに建物の設置場所の変更
（ただし、設置予定敷地内に
おける設置場所の変更で機
能を著しく変更しない軽微な
変更を除く。）

様式第１号
様式第２―３号
様式第３号
工事仕様書
工事設計書
工事仕訳書
設計者の決定を証
明する資料

様式第１号
様式第２－３号
様式第３号
完成後の建物の全景及び補助
対象事業の概要を示す写真
契約書の写し
完成後の建物の構造概要及び
平面図（各室の用途を示すこ
と。）
工事設計書
工事仕訳書
建築基準法第７条第５項の規
定による竣工検査書の写し
支払を証明する書類

①地域医療構
想の達成

急性期医療充実設備整
備事業

救急医療機関
急性期医療の充実に必要な設備
整備費

１か所当たり
１０，０００千円

1/2 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
契約書の写し
検収書の写し
支払を証明する書類
当該整備機器の写真

①地域医療構
想の達成

病床の機能分化・連携推
進基盤整備事業（施設整
備）

病院、有床診療
所

病床の機能分化、連携を進めてい
く上で必要な施設整備費（設計
費、工事費、工事請負費）

県が必要と認め
た額

1/2 〇 〇 〇

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・建物の規模、構造又は用途
（ただし、機能を著しく変更し
ない軽微な変更を除く。）並
びに建物の設置場所の変更
（ただし、設置予定敷地内に
おける設置場所の変更で機
能を著しく変更しない軽微な
変更を除く。）

様式第１号
様式第２―３号
様式第３号
工事仕様書
工事設計書
工事仕訳書
設計者の決定を証
明する資料

様式第１号
様式第２－３号
様式第３号
完成後の建物の全景及び補助
対象事業の概要を示す写真
契約書の写し
完成後の建物の構造概要及び
平面図（各室の用途を示すこ
と。）
工事設計書
工事仕訳書
建築基準法第７条第５項の規
定による竣工検査書の写し
支払を証明する書類
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

①地域医療構
想の達成

病床の機能分化・連携推
進基盤整備事業（設備整
備）

病院、有床診療
所

病床の機能分化、連携を進めてい
く上で必要な設備整備費

県が必要と認め
た額

1/2 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
契約書の写し
検収書の写し
支払を証明する書類
当該整備機器の写真

①地域医療構
想の達成

医療介護施設連携ネット
ワーク整備事業

病院
医療施設と介護施設とのネットワー
ク構築費用

県が必要と認め
た額

1/2 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２ー５０号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－５０号
様式第３号
契約書の写し
ネットワーク設計図
検収書の写し
支払を証明する書類

①地域医療構
想の達成

県東部保健医療圏の病
床機能分化促進事業（施
設整備）

鳥取県立中央病
院

県立中央病院の建替に必要な施
設整備費（設計費、工事費、工事
請負費）

県が必要と認め
た額

1/2 〇 〇 〇

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・建物の規模、構造又は用途
（ただし、機能を著しく変更し
ない軽微な変更を除く。）並
びに建物の設置場所の変更
（ただし、設置予定敷地内に
おける設置場所の変更で機
能を著しく変更しない軽微な
変更を除く。）

様式第１号
様式第２―３号
様式第３号
工事仕様書
工事設計書
工事仕訳書
設計者の決定を証
明する資料

様式第１号
様式第２－３号
様式第３号
完成後の建物の全景及び補助
対象事業の概要を示す写真
契約書の写し
完成後の建物の構造概要及び
平面図（各室の用途を示すこ
と。）
工事設計書
工事仕訳書
建築基準法第７条第５項の規
定による竣工検査書の写し
支払を証明する書類

①地域医療構
想の達成

県東部保健医療圏の病
床機能分化促進事業（設
備整備）

鳥取県立中央病
院

県立中央病院の建替に伴う脳卒
中センター及び心臓病センターの
整備に必要な設備整備費

県が必要と認め
た額

1/2  ―  ―  ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
契約書の写し
検収書の写し
当該整備機器の写真

①地域医療構
想の達成

ドクターヘリ運航管理室
設備整備事業

鳥取大学医学部
附属病院

ドクターヘリ基地病院の運航管理
室の整備に必要な設備整備費

県が必要と認め
た額

10/10  ―  ―  ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
契約書の写し
検収書の写し
当該整備機器の写真
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

①地域医療構
想の達成

ドクターヘリ搭載医療機
器整備事業

鳥取大学医学部
附属病院

ドクターヘリの搭載医療機器の整
備に必要な備品購入費及び需用
費

県が必要と認め
た額

10/10  ―  ―  ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
契約書の写し
検収書の写し
当該整備機器の写真

①地域医療構
想の達成

周産期医療高度化施設
設備整備事業（施設整
備）

鳥取大学医学部
附属病院

鳥取大学医学部附属病院の総合
周産期母子医療センターの機能
強化のための施設整備に要する
経費

県が必要と認め
た額

1/2 ○ ○ ○

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・建物の規模、構造又は用途
（ただし、機能を著しく変更し
ない軽微な変更を除く。）並
びに建物の設置場所の変更
（ただし、設置予定敷地内に
おける設置場所の変更で機
能を著しく変更しない軽微な
変更を除く。）

様式第１号
様式第２－３号
様式第３号
（施設整備関係）
工事仕様書
工事設計書
工事仕訳書
設計者の決定を証
明する資料

様式第１号
様式第２－３号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
完成後の建物の全景及び補助
対象事業の概要を示す写真
契約書の写し
完成後の建物の構造概要及び
平面図（各室の用途を示すこ
と。）
工事設計書
工事仕訳書
建築基準法第７条第５項の規
定による竣工検査書の写し

①地域医療構
想の達成

周産期医療高度化施設
設備整備事業（設備整
備）

鳥取大学医学部
附属病院

鳥取大学医学部附属病院の総合
周産期母子医療センターの機能
強化のための設備整備に要する
経費

県が必要と認め
た額

1/2
― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
契約書の写し
検収書の写し
当該整備機器の写真
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

①地域医療構
想の達成

在宅医療連携拠点事業 地区医師会

在宅医療を提供する機関等を拠点と
して、介護支援専門員の資格を持つ
看護師等及び医療ソーシャルワー
カーを配置し、以下に示す（１）～（６）
の活動等を通して地域における包括
的かつ継続的な在宅医療を提供する
ための体制構築に要する次の経費

事業の実施に必要な給与費（常勤職
員給与費、非常勤職員給与費、法定
福利費）、諸謝金、賃金、旅費、需用
費（消耗品費、印刷製本費、会議
費）、役務費（通信運搬費、雑役務
費）、使用料及び賃借料、委託料、備
品購入費

（１）地域の医療・介護関係者による協
議の場の定期開催
（２）地域の医療・介護資源の機能等
の把握及び地域包括支援センター等
との連携
（３）効率的で質の高い２４時間対応の
在宅医療提供体制の構築及びチー
ム医療や多職種協働のための情報共
有
（４）在宅医療に関する普及啓発活動
（５）「多職種協働による在宅チーム医
療を担う人材育成事業」への参画
（６）地域連携クリティカルパスの策定・
運用（事業実施主体が地区医師会の
場合に限る。）

１か所当たり
５，０００千円

10/10 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－５号
様式第３号
（設備整備関係）
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－５号
様式第３号
研修会資料
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
（設備整備関係）
契約書の写し
検収書の写し
当該整備機器の写真

病院

病床の機能分化・連携を推進する
ための研修に必要な次の経費

報償費（謝金）、賃金、旅費、需用
費（消耗品費、食糧費、印刷製本
費）、役務費（通信運搬費、手数
料）、使用料及び賃借料、委託料

１か所当たり
１００千円

1/2 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－５１号
様式第３号

様式第１号
様式第２－５１号
様式第３号
支払を証明する書類

鳥取市立病院

在宅医療に関する地域住民への
普及啓発に必要な次の経費

報償費（謝金）、賃金、旅費、需用
費（消耗品費、食糧費、印刷製本
費）、役務費（通信運搬費、手数
料）、使用料及び賃借料、委託料

１か所当たり
１,０００千円

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－５１号
様式第３号

様式第１号
様式第２－５１号
様式第３号
支払を証明する書類

①地域医療構
想の達成

病床の機能分化・連携推
進のための研修事業

5



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

①地域医療構
想の達成

訪問看護師養成研修参
加支援事業

病院、診療所、指
定訪問看護ス
テーション、介護
老人保健施設、
特別養護老人
ホーム

鳥取県訪問看護職員養成講習会
受講者の受講期間（移動に要する
期間は含まない。）中の人件費（給
料等の基本給で各種手当等は含
まない。）

１か所当たり
次により算出され
た額
日額７，８７５円×
受講日数×受講
人数（e-ラーニン
グ期間は除く。）

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額及び２
割を超える減額

様式第１号
様式第２―６号
様式第３号

様式第１号
様式第２―６号
様式第３号
修了証の写し又は受講証明と
なる書類
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

①地域医療構
想の達成

新人訪問看護師同行訪
問支援事業

指定訪問看護ス
テーション

週24時間以上勤務する新人訪問
看護師を新たに雇用し、その者に
ついて同行訪問を行う訪問看護師
に係る人件費（給料等の基本給で
各種手当等は含まない。）のうち日
額10,000円以内の額。

新人訪問看護師
1人あたり次によ
り算出された額
日額10,000円×
同行訪問日数（４
０日を限度とす
る）

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２―４６号
様式第３号
新人訪問看護師の
雇用及び職務歴が
分かる書類

様式第１号
様式第２―４６号
様式第３号
支払を照明する書類

①地域医療構
想の達成

在宅医療推進のための
看護師育成支援事業

鳥取大学医学部
附属病院

在宅医療推進を図り訪問看護等
人材育成するための（１）～（３）の
教育コースに係る次の経費

（１）在宅生活志向をもつ看護師育
成コース（入職後3年間）
（２）在宅医療・看護体験コース（6
か月間）
（３）訪問看護能力強化コース（1年
間）

人件費、報償費（謝金）、役務費、
旅費、需用費、使用料及び賃借
料、備品購入費

県が必要と認め
た額

10/10 ― ― ―

・種目ごとの補助対象経費の
増額又は２割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－７号
様式第３号
カタログ
見積書
労働条件通知書

様式第１号
様式第２－７号
様式第３号
契約書の写し
検収書の写し
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
当該整備機器の写真
出勤簿及び勤務日誌簿

①地域医療構
想の達成

訪問看護師待機手当支
援事業

指定訪問看護ス
テーション

訪問看護を行う看護職員に対して
事業所が支払う呼出待機手当

１事業所1日当た
りの看護職員の
待機に対して支
払う看護職員呼
出待機手当とし
て、次により算出
された額
看護職員待機手
当日数（勤務時
間外に待機を命
じた日数－当該
待機を命じた日
に実際に勤務し
た日数）×5,000
円

1/2 ― ― ― ・補助対象経費の増額

様式第１号
様式第２―３２号
様式第３号
給与規定又は雇用
契約等の呼出待機
手当が明記された
書類

様式第１号
様式第２―３２号
様式第３号
支払を証明する書類

6



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

県薬剤師会、県リ
ハビリテーション
専門職連絡協議
会、病院

在宅医療関係者の多職種連携研
修や各専門職の質の向上に資す
る研修、在宅医療・介護の連携を
担うコーディネーターを育成するた
めの研修及び関連する委員会の
実施に必要な次の経費

事業の実施に必要な報償費、旅
費、需用費（消耗品費、食糧費、
印刷製本費）、役務費（通信運搬
費、手数料）、使用料及び賃借
料、委託料

県が必要と認め
た額

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－１１号
様式第３号

様式第１号
様式第２－１１号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

県歯科医師会、
地区歯科医師会

在宅歯科医療を実施する歯科医
師・歯科衛生士等を養成・確保す
るための講習会・研修会等の開催
及び関連多職種（歯科医師、医
師、歯科衛生士、看護師、言語聴
覚士等）を対象とした研修・実習に
要する経費（報償費、旅費、需用
費（消耗品費、食糧費、印刷製本
費）、役務費（通信運搬費、手数
料）、使用料及び貸借料）、委託料

県が必要と認め
た額

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－１１号
様式第３号

様式第１号
様式第２－１１号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

県薬剤師会

通院が困難な在宅患者を訪問して
薬歴管理、服薬指導、服薬支援、
薬剤服用状況及び薬剤保管状況
の確認等の薬学的管理指導を行う
訪問薬剤管理指導の導入研修の
実施に必要な次の経費

事業の実施に必要な報償費、旅
費、需用費（消耗品費、食糧費、
印刷製本費）、役務費（通信運搬
費、手数料）、使用料及び賃借
料、委託料

県が必要と認め
た額

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－１１号
様式第３号

様式第１号
様式第２－１１号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

①地域医療構
想の達成

訪問歯科衛生士養成支
援事業

県歯科医師会

訪問歯科衛生士を養成支援する
ための研修に必要な次の経費

報償費（謝金）、賃金、旅費、需用
費（消耗品費、印刷製本費）、役務
費（通信運搬費）、使用料及び賃
借料

県が必要と認め
た額

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－５５号
様式第３号

様式第１号
様式第２－５５号
様式第３号
研修会資料
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

①地域医療構
想の達成

医療介護連携のための
多職種連携等研修事業

7



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

①地域医療構
想の達成

ICTを活用した医療連携
体制構築のための電子カ
ルテシステム整備促進事
業

病院、診療所

鳥取県地域医療連携ネットワーク
（おしどりネット）に相互参照機関と
して新たに参加（閲覧のみの参加
から相互参照による参加へ移行す
る場合を含む。）するために必要な
次の経費

電子カルテシステムの新規整備又
は更新整備に要する経費。ただ
し、部門システムの整備に要する
経費は補助対象外とする。

新規整備の場合
許可病床１床当
たり４５０千円

更新整備の場合
許可病床１床当
たり２２５千円

（注）１０床以下の
診療所（無床を
含む）について
は、病床数１０床
として算定する。

1/2 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－２４号
様式第３号
事業概要がわかる
書類（カタログ、整
備計画書等）
見積書

様式第１号
様式第２－２４号
様式第３号
契約書の写し
検収書の写し
実施した事業の内容を記載し
た書類
支払を証明する書類
当該整備機器の写真

②居宅等にお
ける医療の提
供

訪問看護ステーションの
サテライト設置事業

指定訪問看護ス
テーション

訪問看護ステーションのサテライト
を設置するための事務所設置及
び訪問車両整備に要する経費。た
だし、訪問車両整備については、
以下の条件を満たす場合に限るも
のとし、当該車両整備に要する経
費のうち、自動車税、自動車重量
税、保険料（自賠責保険料を含
む。）及びリサイクル料金（シュレッ
ダーダスト料金、エアバッグ類料
金、フロン類料金、情報管理料金）
は補助対象外とする。

・訪問看護用の新規車両整備（現
有車両の買い替えではなく、増車
に該当するもの。）であること。

①事務所設置
・１年目
賃借料 一月あた
り50千円
敷金等 200千円
・２年目
賃借料 一月あた
り50千円

②訪問車両整備
・１年目
１,000千円

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－３８号
様式第３号
①事務所設置
訪問看護事業所指
定通知
サテライト設置予定
地地図
②訪問車両整備
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－３８号
様式第３号
支払を証明する書類
支出額の根拠となる書類
①事務所設置
事業所建物賃貸借契約書の写
し
サテライト訪問看護事業所指定
通知の写し
②訪問車両整備
契約書の写し
検収書の写し
当該整備機器の写真

②居宅等にお
ける医療の提
供

認知症クリティカルパス推
進事業

病院、診療所

認知症クリティカルパスの作成・運
用に要する次の経費

報償費、共済費、旅費、需用費
（消耗品費、食糧費、印刷製本
費）、役務費（通信運搬費、手数
料）、使用料及び賃借料、委託料

１か所当たり
２，０００千円

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－８号
様式第３号

様式第１号
様式第２－８号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

8



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

②居宅等にお
ける医療の提
供

在宅医療推進事業
病院、診療所、指
定訪問看護ス
テーション

訪問看護・在宅医療の充実、精神
科在宅復帰等を推進するため、訪
問診療、訪問看護、リハビリテー
ション等に必要な改修又は設備整
備を行うために要する経費。ただ
し、車両整備については、以下の
条件を満たす場合に限るものとし、
当該車両整備に要する経費のう
ち、自動車税、自動車重量税、保
険料（自賠責保険料を含む。）及
びリサイクル料金（シュレッダーダ
スト料金、エアバッグ類料金、フロ
ン類料金、情報管理料金）は補助
対象外とする。

・訪問看護、訪問診療又は訪問リ
ハビリテーション用の新規車両整
備（現有車両の買い替えではなく、
増車に該当するもの。）であること。

１か所当たり
２，０００千円

1/2

―
（ただ

し、施設
整備関
係は○）

―
（ただ

し、施設
整備関
係は○）

―
（ただし、施設
整備関係は

○）

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
（施設整備関係）
・建物の規模、構造又は用途
（ただし、機能を著しく変更し
ない軽微な変更を除く。）並
びに建物の設置場所の変更
（ただし、設置予定敷地内に
おける設置場所の変更で機
能を著しく変更しない軽微な
変更を除く。）
（設備整備関係）
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第３号
（施設整備関係）
様式第２－３号
工事仕様書
工事設計書
工事仕訳書
設計者の決定を証
明する資料
（設備整備関係）
様式第２－４号
様式第２－９号（※
新規車両整備の場
合のみ）
カタログ
見積書

様式第１号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
（施設整備関係）
様式第２－３号
完成後の建物の全景及び補助
対象事業の概要を示す写真
契約書の写し
完成後の建物の構造概要及び
平面図（各室の用途を示すこ
と。）
工事設計書
工事仕訳書
建築基準法第７条第５項の規
定による竣工検査書の写し
（設備整備関係）
様式第２－４号
様式第２－９号（※新規車両整
備の場合のみ）
契約書の写し
検収書の写し
当該整備機器の写真

②居宅等にお
ける医療の提
供

在宅医療推進事業（無菌
製剤処理を可能とする機
器の薬局への補助）

県薬剤師会

がん患者等の在宅医療の推進を
図るため、無菌製剤処理を可能と
する機器（クリーンベンチ又は安全
キャビネット）を整備する県内の薬
局開設者に対して以下の金額の
範囲内で補助を行うために要する
経費

１薬局あたりの基準額：５００千円
基準額に対する補助率：１／２

１か所当たり
５，０００千円

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－４１号
様式第３号

様式第１号
様式第２－４１号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

②居宅等にお
ける医療の提
供

在宅歯科医療拠点・支援
体制整備事業

県歯科医師会

在宅歯科医療連携室の運営及び
貸出用の訪問歯科診療の医療機
器の整備に必要な経費（会議費、
研修会開催費、人件費、事務費、
備品購入費、委託料（県歯科医師
会から地区歯科医師会への委託
料に限る。）

１か所当たり
２０，０００千円

10/10 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－１０号
様式第３号
（設備整備関係）
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－１０号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
（設備整備関係）
契約書の写し
検収書の写し
当該整備機器の写真

②居宅等にお
ける医療の提
供

在宅歯科診療設備整備
事業

歯科を標榜する
病院、歯科診療
所、地区歯科医
師会

在宅歯科診療に必要な医療機器
等の備品購入費（ただし初度設備
に限る。）

１か所当たり
３，６３８千円

2/3 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
契約書の写し
検収書の写し
支払を証明する書類
当該整備機器の写真
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

②居宅等にお
ける医療の提
供

在宅医療（薬科）の研修
充実に向けたシステム整
備等事業

県薬剤師会

テレビ会議システム構築及び同シ
ステムを活用した薬科研修の開催
に要する経費（旅費、報償費、事
務費、備品購入費）

県が必要と認め
た額

10/10 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－１２号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－１２号
様式第３号
契約書の写し
検収書の写し
支払を証明する書類
当該整備機器の写真

②居宅等にお
ける医療の提
供

在宅医療ＰＲ事業 県薬剤師会

在宅医療をPRするために作成する
ポスター・冊子等の需用費（消耗
品費、印刷製本費）、役務費（通信
運搬費、手数料）、委託料

県が必要と認め
た額

1/2 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－５２号
様式第３号

様式第１号
様式第２－５２号
様式第３号
支払を証明する書類

③医療従事者
の確保

周産期医療に関わる専門
的スタッフの養成事業

鳥取大学医学部
附属病院

総合周産期母子医療センター及
びＮＩＣＵにおける医師、看護師の
負担を軽減し、専門的スタッフの養
成を行うために配置する、入院患
者の家族支援を行う臨床心理士１
名に係る人件費

県が必要と認め
た額

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－４４号
様式第３号

様式第１号
様式第２－４４号
様式第３号
支払を証明する書類

③医療従事者
の確保

歯科衛生士復職支援事
業

県歯科医師会、
地区歯科医師会

歯科衛生士の復職支援に係る事
業に必要な経費（研修会開催費、
広告宣伝費、事務費、備品購入
費）

１か所当たり
２，４００千円

10/10 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－１４号
様式第３号
（設備整備関係）
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－１４号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
（設備整備関係）
契約書の写し
検収書の写し
当該整備機器の写真

新人看護職員研修ガイドラインに
基づく、新人看護職員（主として免
許取得後初めて就労する保健師、
助産師、看護師及び准看護師を
いう。）研修に要する経費
次の(1)、(2)及び(3)により算出され
た額の合計額とする。
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

(1)研修経費
研修責任者経費（謝金、人件費、
手当）、報償費、旅費、需用費（印
刷製本費、消耗品費、会議費、図
書購入費）、役務費（通信運搬費、
雑役務費）、使用料及び賃借料、
備品購入費、賃金（外部の研修参
加に伴う代替職員経費）

新人看護職員が
１名のとき４４０千
円（ただし、新人
保健師研修・新
人助産師研修の
いずれかを含む
場合５８６千円）

新人看護職員が
２名以上のとき６
３０千円（ただし、
新人保健師研
修・新人助産師
研修のいずれか
を含む場合７７６
千円、新人保健
師研修・新人助
産師研修の両方
を含む場合９２２
千円とする。）

(2)教育担当者経費（謝金、人件
費、手当）

新人看護職員５
名以上の場合に
５名ごとに２１５千
円

(注)
新人看護職員の
人数は、当該年
度の４月末現在
に在職している
新人看護職員、
新人保健師及び
新人助産師で
あって、それぞれ
の研修に参加す
る人数とし、上限
を70名とする。
なお、新人看護
職員研修、新人
保健師研修又
は、新人助産師
研修の複数の研
修を実施する施
設において、複
数の研修に参加
する者は１名とし
て計上する。

新人看護職員を
採用した病院、診
療所、介護老人
保健施設、指定
訪問看護ステー
ション

③医療従事者
の確保

新人看護職員研修事業

様式第１－２号
様式第２―１５号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

1/2

― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１－２号
様式第２―１５号
様式第３号
カタログ
見積書
給与の額がわかる
書類
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

(3)医療機関受入研修事業経費
教育担当者経費（謝金、人件費、
手当）、需用費（消耗品費、印刷製
本費、会議費、図書購入費）、役
務費（通信運搬費、雑役務費）、使
用料及び賃借料、備品購入費

１～４名を受け入
れる場合、１施設
当たり１１３千円

５～９名を受け入
れる場合、１施設
当たり２２６千円

10～14名を受け
入れる場合、１施
設当たり５６６千
円

15～19名を受け
入れる場合、１施
設当たり８４９千
円

20名以上受け入
れる場合、１施設
当たり１，１３２千
円

受け入れる新人
看護職員数が20
名を超える場合、
１名増すごとに４
５千円

（注）
１　医療機関受
入研修事業は複
数月で実施する
こと。
２　医療機関受
入研修事業にお
ける受入人数に
ついては、１人当
たり年間40時間
で１人とし、上限
は30人とする。な
お、１人40時間に
満たない場合
は、複数人で40
時間となれば１人
とする。

③医療従事者
の確保

助産師資質向上支援事
業

県看護協会

助産師の資質及び実践力向上の
ための助産師の習熟度に応じた研
修会に係る次の経費

報償費（謝金）、役務費、旅費、需
用費（消耗品費、印刷製本費、食
料費）、使用料及び賃借料

県が必要と認め
た額

1/2 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２―１６号
様式第３号

様式第１号
様式第２―１６号
様式第３号
研修会資料
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

2/3
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

③医療従事者
の確保

認定看護師養成研修受
講補助事業

自治体立、国立
大学法人立、独
立行政法人国立
病院機構立及
び、独立行政法
人労働者健康安
全機構立の病院

公益社団法人日本看護協会が認
定看護師教育機関として認定した
施設（日本看護協会認定看護師
規則第11条の規定に基づき認定
した施設をいう。）及び一般社団法
人日本精神科看護協会施設が実
施する認定看護師等養成研修へ
看護職員を派遣し、当該研修会の
受講に要する経費として負担した
経費(入学金、授業料、実習料)。
（受講申込手続の都合上、当該研
修の受講年度が経費を負担した年
度の翌年度となる場合を含む。）

看護職員１人当
たり
７５０千円

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－４７号
様式第３号

様式第１号
様式第２－４７号
様式第３号
支払を証明する書類

③医療従事者
の確保

看護師の特定行為研修
受講補助事業

看護師の特定行
為研修の指定研
修機関（厚生労
働大臣が指定す
る保健師助産師
看護師法第37条
の2第2項第5号
に規定する指定
研修機関をい
う。）が実施する
特定行為研修に
看護職員を派遣
する医療機関、
訪問看護事業所

看護師の特定行為研修の指定研
修機関で行われる特定行為研修
へ看護職員を派遣するために当
該研修会の受講に要する経費とし
て負担した経費（旅費、受講料（入
学料、授業料）、実習料)。（受講申
込手続の都合上、当該研修の受
講年度が経費を負担した年度の翌
年度となる場合を含む。）

看護職員１人当
たり
旅費２００千
旅費を除く補助
対象経費の合計
５５０千円

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－５４号
様式第３号

様式第１号
様式第２－５４号
様式第３号
支払を証明する書類

次の（１）、（２）及び（３）により算出
された額の合計額とする。

（１）看護教員養成講習会への派
遣に要する旅費、受講料（入学
料、授業料）、資料代

県が必要と認め
た額

（２）大学における看護教員養成へ
の派遣に要する旅費、受講料（入
学料、授業料、検定料、学会等参
加費）、資料代

県が必要と認め
た額

（３）看護教員養成講習会又は大
学への研修派遣者の代替看護職
員を採用した場合の人件費（報
酬、賃金、共済費）

１か所当たり次に
より算出された額
月額２４８千円×
採用月数×採用
人数

10/10

③医療従事者
の確保

看護教員養成支援事業
看護師等養成所
（県立を除く）、病
院

― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－４８号
様式第３号

様式第１号
様式第２－４８号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

1/2
（ただし県
立病院のみ
10/10とす
る。）
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

次の（１）、（２）により算出された額
の合計額とする。

（１）実習指導者養成講習会の受
講に要する旅費、受講料、資料代

県が必要と認め
た額

1/2（ただ
し、(特定分
野研修は
10/10）

（２）実習指導者養成講習会受講
者の代替看護職員を採用した場
合の人件費（報酬、賃金、共済費）

１か所当たり次に
より算出された額
日額７，８７５円×
採用日数 10/10

③医療従事者
の確保

認定看護師養成研修事
業

鳥取大学医学部
附属病院

認定看護師養成研修に要する賃
金、報償費、旅費、需用費（消耗
品費、印刷製本費、会議費）、役
務費（通信運搬費）、使用料及び
賃借料、備品購入費、委託料（上
記経費に該当するもの。）

受講者１人当たり
９８千円

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－１７号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－１７号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

③医療従事者
の確保

看護職員研修充実に向
けたシステム整備事業

県看護協会
テレビ会議システム構築に必要な
備品購入費

県が必要と認め
た額

10/10 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－１２号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－１２号
様式第３号
契約書の写し
検収書の写し
支払を証明する書類
当該整備機器の写真

③医療従事者
の確保

看護職員の離職防止事
業

病院

メンタルヘルス対策による看護職
員等の離職防止の取組に要する
次の経費
人件費（産業心理相談員等）、報
償費、旅費、食糧費、需用費（消
耗品費、印刷製本費）、使用料、
備品購入費及び役務費等

１か所当たり
１，４１６千円

1/2 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－１８号
様式第３号

様式第１号
様式第２－１８号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

③医療従事者
の確保

実習指導者養成支援事
業

病院、診療所、介
護保険関係施設

― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－４９号
様式第３号
修了証の写し
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

様式第１号
様式第２－４９号
様式第３号
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

③医療従事者
の確保

看護師等養成所運営事
業

看護師等養成所
（県立を除く）

１　教員経費
２　事務職員経費
３　生徒経費
４　実習施設謝金
５　へき地等の地域における養成
所に対する重点的支援事業実施
経費
６　新任看護教員研修事業実施経
費

別記１のとおり 10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－１９号
様式第３号
総事業費及び収入
額がわかる収支予
算書

様式第１号
様式第２－１９号
様式第３号
総事業費及び収入額がわかる
収支決算書

看護教育実習環境改善
施設設備整備事業（施設
整備）

病院、診療所、介
護老人保健施
設、指定訪問看
護ステーション

現在以上に看護教育実習生を受
け入れる意欲のある施設の実習環
境の改善のための施設整備費（設
計費、工事費、工事請負費）

県が必要と認め
た額

2/3 〇 〇 〇

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・建物の規模、構造又は用途
（ただし、機能を著しく変更し
ない軽微な変更を除く。）並
びに建物の設置場所の変更
（ただし、設置予定敷地内に
おける設置場所の変更で機
能を著しく変更しない軽微な
変更を除く。）

様式第１号
様式第２―３号
様式第３号
工事仕様書
工事設計書
工事仕訳書
設計者の決定を証
明する資料

様式第１号
様式第２－３号
様式第３号
完成後の建物の全景及び補助
対象事業の概要を示す写真
契約書の写し
完成後の建物の構造概要及び
平面図（各室の用途を示すこ
と。）
工事設計書
工事仕訳書
建築基準法第７条第５項の規
定による竣工検査書の写し
支払を証明する書類

看護教育実習環境改善
施設設備整備事業（設備
整備）

病院、診療所、介
護老人保健施
設、指定訪問看
護ステーション

現在以上に看護教育実習生を受
け入れる意欲のある施設の実習環
境の改善のための設備整備に要
する経費

県が必要と認め
た額

2/3 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
契約書の写し
検収書の写し
支払を証明する書類
当該整備機器の写真

③医療従事者
の確保

看護教育教材整備事業
看護師等養成所
（県立を除く）

看護職員の養成に必要な図書・教
材の整備に係る備品購入費

１か所当たり
７，２００千円

2/3 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－２０号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２―２０号
様式第３号
納品書の写し
請求書の写し
支払を証明する書類

③医療従事者
の確保

看護職員募集支援事業 病院、診療所

県外で行う看護職員等の募集に
要する次の経費
委託費、報償費、旅費、食糧費、
需用費（消耗品費、印刷製本費）、
使用料

１か所当たり
300千円

1/2 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－２１号
様式第３号

様式第１号
様式第２－２１号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

③医療従事者
の確保
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

看護師等養成所施設・設
備整備事業（施設整備）

看護師等養成所
（県立を除く）

看護師等養成所の管理運営に必
要な施設整備費（設計費、工事
費、工事請負費）

１か所当たり
３，０００千円

1/2 〇 〇 〇

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・建物の規模、構造又は用途
（ただし、機能を著しく変更し
ない軽微な変更を除く。）並
びに建物の設置場所の変更
（ただし、設置予定敷地内に
おける設置場所の変更で機
能を著しく変更しない軽微な
変更を除く。）

様式第１号
様式第２―３号
様式第３号
工事仕様書
工事設計書
工事仕訳書
設計者の決定を証
明する資料

様式第１号
様式第２－３号
様式第３号
完成後の建物の全景及び補助
対象事業の概要を示す写真
契約書の写し
完成後の建物の構造概要及び
平面図（各室の用途を示すこ
と。）
工事設計書
工事仕訳書
建築基準法第７条第５項の規
定による竣工検査書の写し
支払を証明する書類

看護師等養成所施設・設
備整備事業（設備整備）

看護師等養成所
（県立を除く）

看護師等養成所の管理運営に必
要な設備整備に要する経費

１か所当たり
１，０００千円

1/2 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
契約書の写し
検収書の写し
支払を証明する書類
当該整備機器の写真

③医療従事者
の確保

看護師宿舎施設整備事
業

病院、診療所（公
的団体及び地方
公共団体を除く）

病院の看護師宿舎の個室整備に
伴う新築、増改築、改修に要する
施設整備費（バルコニー、廊下、
階段等共通部門を含む。）（設計
費、工事費、工事請負費）

次に掲げる基準
面積に基準単価
を乗じた額とす
る。

基準面積：看護
師１人当たり３３
㎡
基準単価：鉄筋
コンクリート１７８，
５００円、ブロック
１５６，０００円、木
造１７８，５００円
（既存病床数が
医療計画上の基
準病床数に占め
る割合が１０５％
以上の場合は、
０．９５の調整率
を乗ずる。）

０．３３ 〇 〇 〇

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・建物の規模、構造又は用途
（ただし、機能を著しく変更し
ない軽微な変更を除く。）並
びに建物の設置場所の変更
（ただし、設置予定敷地内に
おける設置場所の変更で機
能を著しく変更しない軽微な
変更を除く。）

様式第１号
様式第２―３号
様式第３号
工事仕様書
工事設計書
工事仕訳書
設計者の決定を証
明する資料

様式第１号
様式第２－３号
様式第３号
完成後の建物の全景及び補助
対象事業の概要を示す写真
契約書の写し
完成後の建物の構造概要及び
平面図（各室の用途を示すこ
と。）
工事設計書
工事仕訳書
建築基準法第７条第５項の規
定による竣工検査書の写し
支払を証明する書類

③医療従事者
の確保
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

③医療従事者
の確保

看護職員就労環境改善
体制整備事業

病院、診療所

看護職員の就労環境改善のため
に必要な仮眠室、休憩室、更衣室
等の施設整備費（設計費、工事
費、工事請負費）及び備品購入費
等

１か所当たり
１９，４０４千円

1/2 〇 〇 〇

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
（施設整備関係）
・建物の規模、構造又は用途
（ただし、機能を著しく変更し
ない軽微な変更を除く。）並
びに建物の設置場所の変更
（ただし、設置予定敷地内に
おける設置場所の変更で機
能を著しく変更しない軽微な
変更を除く。）
（設備整備関係）
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第３号
（施設整備関係）
様式第２－３号
工事仕様書
工事設計書
工事仕訳書
（設備整備関係）
様式第２－４号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第３号
支払を証明する書類
（施設整備関係）
様式第２－３号
完成後の建物の全景及び補助
対象事業の概要を示す写真
契約書の写し
完成後の建物の構造概要及び
平面図（各室の用途を示すこ
と。）
工事設計書
工事仕訳書
建築基準法第７条第５項の規
定による竣工検査書の写し
（設備整備関係）
様式第２－４号
契約書の写し
検収書の写し
当該整備機器の写真

歯科技工士養成所施設・
設備等整備事業（施設整
備）

歯科技工士養成
所

歯科技工士養成所の運営に必要
な施設整備費（設計費、工事費、
工事請負費）

県が必要と認め
た額

2/3
〇 〇 〇

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・建物の規模、構造又は用途
（ただし、機能を著しく変更し
ない軽微な変更を除く。）並
びに建物の設置場所の変更
（ただし、設置予定敷地内に
おける設置場所の変更で機
能を著しく変更しない軽微な
変更を除く。）

様式第１号
様式第２―３号
様式第３号
工事仕様書
工事設計書
工事仕訳書
設計者の決定を証
明する資料

様式第１号
様式第２－３号
様式第３号
完成後の建物の全景及び補助
対象事業の概要を示す写真
契約書の写し
完成後の建物の構造概要及び
平面図（各室の用途を示すこ
と。）
工事設計書
工事仕訳書
建築基準法第７条第５項の規
定による竣工検査書の写し
支払を証明する書類

歯科技工士養成所施設・
設備等整備事業（設備整
備）

歯科技工士養成
所

歯科技工士養成所の運営に必要
な設備整備、教材の購入を行うた
めに必要な経費

県が必要と認め
た額

設備整備
2/3

教材の購入
10/10

― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
契約書の写し
検収書の写し
当該整備機器の写真

③医療従事者
の確保
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

③医療従事者
の確保

病院内保育所運営事業

病院内保育所を
設置する病院（地
方公共団体を除
く）

病院内保育所運営事業を行うため
に必要な保育士等の職員の人件
費（給料、諸手当等）及び委託料
（内訳は人件費とする。）

別記２のとおり 2/3 ― ― ―
補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－２２号
様式第３号
保育所の設置管理
運営に関する規定
委託契約書（写）

様式第１号
様式第２－２２号
様式第３号

③医療従事者
の確保

病院内保育所施設整備
事業

病院内保育所を
設置する病院

病院内保育所として必要な新築、
増改築及び改修（既存の病院内
保育所の改修は除く。）に必要な
施設整備費（工事費、工事請負
費）

別記３のとおり 1/2 ○ ○ ○

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・建物の規模、構造又は用途
（ただし、機能を著しく変更し
ない軽微な変更を除く。）並
びに建物の設置場所の変更
（ただし、設置予定敷地内に
おける設置場所での変更で
機能を著しく変更しない軽微
な変更を除く。）

様式第１号
様式第２―３号
様式第３号
工事仕様書
工事設計書
工事仕訳書
設計者の決定を証
明する資料

様式第１号
様式第２－３号
様式第３号
完成後の建物の全景及び補助
対象事業の概要を示す写真
契約書の写し
完成後の建物の構造概要及び
平面図（各室の用途を示すこ
と。）
工事設計書
工事仕訳書
建築基準法第７条第５項の規
定による竣工検査書の写し
支払を証明する書類

共同利用型保育施設設
備整備・運営事業（運営
費）

自院及び他の医
療機関（病院、診
療所、助産所、指
定訪問看護ス
テーション）の職
員の子を対象と
し、以下の要件を
満たす保育施設
を設置する病院
・定員の２割又は
10人以上を他の
医療機関の職員
枠として確保して
いること。
・夜間保育（原
則、年中無休）を
実施しているこ
と。
・病児・病後児保
育（夜間含む）を
実施しているこ
と。

病院内保育施設の運営を行うため
に必要な職員の人件費（給料、諸
手当等）及び委託料（内訳は人件
費とする。）

県が必要と認め
た額

2/3 ― ― ―
補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－２３号
様式第３号
保育施設の設置管
理運営に関する規
定
委託契約書（写）

様式第１号
様式第２－２３号
様式第３号
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

共同利用型保育施設設
備整備・運営事業（施設
整備）

自院及び他の医
療機関（病院、診
療所、助産所、指
定訪問看護ス
テーション）の職
員の子を対象と
し、以下の要件を
満たす保育施設
を設置する病院
・定員の２割又は
10人以上を他の
医療機関の職員
枠として確保して
いること。
・夜間保育（原
則、年中無休）を
実施しているこ
と。
・病児・病後児保
育（夜間含む）を
実施しているこ
と。

病院内保育を行うために必要な施
設整備費（設計費、工事費、工事
請負費）

県が必要と認め
た額

2/3 〇 〇 〇

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・建物の規模、構造又は用途
（ただし、機能を著しく変更し
ない軽微な変更を除く。）並
びに建物の設置場所の変更
（ただし、設置予定敷地内に
おける設置場所の変更で機
能を著しく変更しない軽微な
変更を除く。）

様式第１号
様式第２―３号
様式第３号
工事仕様書
工事設計書
工事仕訳書
設計者の決定を証
明する資料

様式第１号
様式第２－３号
様式第３号
完成後の建物の全景及び補助
対象事業の概要を示す写真
契約書の写し
完成後の建物の構造概要及び
平面図（各室の用途を示すこ
と。）
工事設計書
工事仕訳書
建築基準法第７条第５項の規
定による竣工検査書の写し
支払を証明する書類

共同利用型保育施設設
備整備・運営事業（設備
整備）

自院及び他の医
療機関（病院、診
療所、助産所、指
定訪問看護ス
テーション）の職
員の子を対象と
し、以下の要件を
満たす保育施設
を設置する病院
・定員の２割又は
10人以上を他の
医療機関の職員
枠として確保して
いること。
・夜間保育（原
則、年中無休）を
実施しているこ
と。
・病児・病後児保
育（夜間含む）を
実施しているこ
と。

病院内保育を行うために必要な設
備整備費

県が必要と認め
た額

2/3 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
契約書の写し
検収書の写し
支払を証明する書類
当該整備機器の写真

③医療従事者
の確保
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

③医療従事者
の確保

医師等環境改善事業
病院、診療所、指
定訪問看護ス
テーション

医師事務作業補助者及び看護師
事務作業代行職員（以下、「医療ク
ラーク等」）の増員として、新たに採
用・配置換を行った場合の人件費
及び派遣を受けた場合の委託料。
ただし、平成２６年４月１日以降の
増員を対象とする。

１か所当たり次によ
り算出された額

月額２１０千円×事
業月数（※１）×人
数（５名以内）（※
２）

※１　月の中途か
ら補助対象となる
職員を雇用した場
合、日割りで算出
する。

※２　補助対象とな
る職員が勤務時間
中に医療クラーク
等としての業務以
外の業務を行う場
合、医療クラーク
等としての業務時
間を正規の勤務時
間で除した数を乗
じる。

1/2 ― ― ―
・補助対象経費の増額

様式第１号
様式第２－２５号
様式第３号

様式第１号
様式第２－２５号
様式第３号
支払を証明する書類

③医療従事者
の確保

看護職員労働環境改善
事業

病院、診療所
看護職員の就労環境改善のため
に必要な電動ベッド等の設備整備
に要する経費

１か所当たり
５，０００千円

1/3 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
契約書の写し
検収書の写し
支払を証明する書類
当該整備機器の写真

③医療従事者
の確保

産科医等確保支援事業
分娩を取り扱う病
院、診療所

分娩を取り扱う産科・産婦人科医
及び助産師に支給する分娩手当
及び帝王切開を支援した医師に
対して支給する報償費

分娩件数×１０，
０００円
ただし、診療所に
ついては、帝王
切開を支援した
医師（当該診療
所に所属する医
師を除く。）がい
る場合、帝王切
開件数×５，０００
円×対象医師数
（２名を上限とす
る。）を加算す
る。

1/3
― ― ― ・補助対象経費の増額

様式第１号
様式第２－２７号
様式第３号

（診療所における帝
王切開支援医師加
算関係）
様式第２－２９号

給与規定又は雇用
契約等の分娩手当
及び帝王切開の支
援に係る報償費の
額が明記された書
類

様式第１号
様式第２－２７号
様式第３号

（診療所における帝王切開支
援医師加算関係）
様式第２－２９号

支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

③医療従事者
の確保

助産師等待機手当支援
事業

分娩を取り扱う病
院、診療所

分娩を取り扱う助産師・看護師・准
看護師に対して、処遇改善を目的
として勤務時間外に待機を命じた
日に応じて支給される呼出待機手
当

１か所当たり次に
より算出された額

呼出待機手当支
給日数（勤務時
間外に待機を命
じた日数－当該
待機を命じた日
に実際に勤務し
た日数）×５，００
０円

1/2 ― ― ― ・補助対象経費の増額

様式第１号
様式第２－２８号
様式第３号
呼出待機手当の支
給について明記さ
れた給与規定又は
雇用契約等の書類

様式第１号
様式第２－２８号
様式第３号
支払を証明する書類

③医療従事者
の確保

救急勤務医支援事業

 第二次救急医療
機関、総合周産
期母子医療セン
ター又は地域周
産期母子医療セ
ンター

休日・夜間に救急対応を行う医師
に支払われる救急勤務医手当

※　救急勤務医手当とは、宿日直
手当や超過勤務手当とは別に、医
師の救急医療への参画を条件に
当該医療機関に勤務する職員に
対して支給される手当であることが
就業規則等に明記されたものとす
る。

１人１回当たり
休日（日中）４，５
２３円
夜間６，２２０円

1/3 ― ― ― ・補助対象経費の増額

様式第１号
様式第２－３０号
様式第３号
給与規定又は雇用
契約等の救急勤務
医手当が明記され
た書類

様式第１号
様式第２－３０号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

③医療従事者
の確保

新生児医療担当医確保
支援事業

ＮＩＣＵを設置す
る病院

NICUにおいて新生児を担当する
医師の処遇改善を目的として支給
されるNICUに入院する新生児に
応じて支給される手当（新生児担
当医手当等）

新生児１人当たり
１０，０００円

1/3 ― ― ― ・補助対象経費の増額
様式第１号
様式第２－３１号
様式第３号

様式第１号
様式第２－３１号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

③医療従事者
の確保

小児救急医療支援事業

市町村（市町村
が組織する地方
自治法（昭和２２
年法律第６７号）
第２８４条第１項
に規定する組合
を含む）

小児救急医療に係る休日夜間の
診療体制の整備に必要な給与費
（常勤職員給与費、非常勤職員給
与費、法定福利費等とする。)及び
報償費（医師雇上謝金とする。）

26,310円×診療
日数

2/3 ― ― ― ・補助対象経費の増額
様式第１号
様式第２－３３号
様式第３号

様式第１号
様式第２－３３号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

③医療従事者
の確保

看護補助者の活用のた
めの看護管理者研修事
業

病院
講師招聘に係る報償費、旅費、食
糧費、印刷製本費、会場使用料等

１か所当たり
２００千円

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－３４号
様式第３号

様式第１号
様式第２－３４号
様式第３号
研修会資料、参加者名簿等
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業分類 補助事業 事業実施主体 補助対象経費 基準額 補助率 着手届 完了届 遂行状況報告 重要な変更 申請添付書類 実績添付書類

③医療従事者
の確保

認定看護管理者研修参
加支援事業

病院、県看護協
会

認定看護管理者研修のサードレ
ベルの受講に要する旅費、受講
料、資料代

看護職員１人当
たり
５００千円

10/10 ― ― ―
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－３５号
様式第３号
受講決定書類の写
し

様式第１号
様式第２－３５号
様式第３号
修了証書の写し
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類

③医療従事者
の確保

女性医師就業環境整備
事業

病院

女性医師の就業環境整備のため
に必要な女性専用休憩室、更衣
室、授乳室、搾乳室、トイレ、洗面
所、シャワー室、当直室等の施設
整備費（設計費、工事費、工事請
負費）及び備品購入費

１か所当たり
1,000千円

1/2 ○ ○ ○
・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額

様式第１号
様式第２－３号
様式第３号
カタログ
見積書
図面

様式第１号
様式第２－３号
様式第３号
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
契約書の写し
検収書の写し
工事完成写真

③医療従事者
の確保

地域医療連携研修会開
催支援事業

医療機関、県医
師会、地区医師
会、県知事が適
当と認める者

４疾病６事業に関して、地域の医
療関係者が参加する連携推進等
のための研修会等の開催にかかる
報償費（謝金）、役務費、旅費、需
用費（消耗品費、印刷製本費）、使
用料及び賃借料、委託料、備品購
入費

４疾病６事業ごと
に
１か所当たり２，０
００千円

2/3 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－５３号
様式第３号
(設備整備)
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－５３号
様式第３号
研修会資料
支出額の根拠となる書類
支払を証明する書類
（設備整備）
契約書の写し
検収書の写し
当該整備機器の写真

③医療従事者
の確保

死亡時画像診断システム
等設備整備事業

国立大学法人鳥
取大学

Ａｉセンターを設置するのに必要な
設備整備費

県が必要と認め
た額

2/3 ― ― ―

・補助対象経費の増額又は２
割を超える減額
・設備の用途が変わる変更
・設備の機能が同等未満のも
のへの変更

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
カタログ
見積書

様式第１号
様式第２－４号
様式第３号
契約書の写し
検収書の写し
支払を証明する書類
当該整備機器の写真
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